
【図表】財務諸表監査のスケジュール感（３月決算の場合）
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①－１ 企業及び企業環境、適用される財務報告の枠組み、内部統制システムを理解 ⇒これにより財務諸表における重要な虚偽表示リスクを識別・評価（監査報告時まで継続して実施）

①－２ 監査の基本的な方針（最初の方に計画）
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②－１ リスク評価手続の実施（イメージとしては概ね監査の前半あたりに実施、ただし実際は監査報告時まで継続して実施）→新たな情報の入手→必要に応じて監査計画に反映

②－２ リスク対応手続の実施（監査報告時まで継続して実施）→新たな情報の入手→必要に応じて監査計画に反映
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②－２－２ 実証手続（実証手続の種類・時期・範囲は運用評価手続の結果確定したRMMの評価結果を受けてDRを決定したあと調整）

②－２－３ 実証手続（DRは低くしなければならない→より強い心証が得られる実証手続を実施）
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